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1. 調査団員・氏名 

 第 1 次現地調査時（2012 年 1 月 25 日～2012 年 3 月 24 日） 

氏  名 担  当 所  属 

安達 一郎 総括 
独立行政法人国際協力機構  

地球環境部 環境管理第二課 課長 

松岡 秀明 計画管理 
独立行政法人国際協力機構  

地球環境部 環境管理第二課 

飯塚 惠治 業務主任／バイオマス暖房計画 三井共同建設コンサルタント㈱ 

伝田 六郎 施設設計／自然条件調査① 
三井共同建設コンサルタント㈱ 

（伝田技術士事務所） 

山野 和秀 施設設計／自然条件調査② 
三井共同建設コンサルタント㈱ 

（個人コンサルタント） 

倉澤 壮児 維持管理計画／経済性分析 
ユニコ インターナショナル㈱ 

（日本環境コンサルタント㈱） 

志賀 渉 積算／調達・機材計画 ユニコ インターナショナル㈱ 

池田 博 環境社会配慮／CDM 事業化 三井共同建設 コンサルタント㈱ 

奈良 幸雄 業務調整／GIS 三井共同建設コンサルタント㈱ 

 

 第 2 次現地調査時（2012 年 6 月 3 日～2012 年 9 月 9 日） 

氏  名 担  当 所  属 

飯塚 惠治 業務主任／バイオマス暖房計画 三井共同建設コンサルタント㈱ 

伝田 六郎 施設設計／自然条件調査① 
三井共同建設コンサルタント㈱ 

（伝田技術士事務所） 

山野 和秀 施設設計／自然条件調査② 
三井共同建設コンサルタント㈱ 

（個人コンサルタント） 

倉澤 壮児 維持管理計画／経済性分析 
ユニコ インターナショナル㈱ 

（日本環境コンサルタント㈱） 

木渓 秀樹 積算／調達・機材計画 ユニコ インターナショナル㈱ 

池田 博 環境社会配慮／CDM 事業化 三井共同建設 コンサルタント㈱ 

奈良 幸雄 業務調整／GIS 三井共同建設コンサルタント㈱ 
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 第 3 次現地調査時（2013 年 1 月 28 日～2013 年 2 月 3 日） 

氏  名 担  当 所  属 

松岡 秀明 総括 
独立行政法人国際協力機構  

地球環境部 環境管理第二課 

飯塚 惠治 業務主任／バイオマス暖房計画 三井共同建設コンサルタント㈱ 

伝田 六郎 施設設計／自然条件調査① 
三井共同建設コンサルタント㈱ 

（伝田技術士事務所） 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

2. 調査行程 
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2. 調査行程 

2.1 第 1 次現地調査時 

  
月/

日 

曜
日 

 
 

総
括 

 
 

安
達 

一
郎 

 
 

計
画
管
理 

 
 

松
岡 

秀
明 

 
 

業
務
主
任/

バ
イ
オ
マ
ス
暖
房
計
画 

 
 

飯
塚 

惠
治 

 
 

施
設
設
計/

自
然
条
件
調
査
① 

 
 

伝
田 

六
郎 

 
 

施
設
設
計/

自
然
条
件
調
査
② 

 
 

山
野 

和
秀 

 
 

維
持
管
理
計
画/

経
済
性
分
析 

 
 

倉
澤 

壮
児 

 
 

積
算/

調
達
・
機
材
計
画 

 
 

志
賀 

渉 

 
 

環
境
社
会
配
慮/C

D
M

事
業
化 

 
 

池
田 
博 

 
 

業
務
調
整/G

IS
 

 
 

奈
良 

幸
雄 

1 1/25 水 本邦出発 

  

本邦出発 

2 1/26 木 
農業食品産業省大臣、 

首相府表敬訪問、 

サイト調査 

農業食品産業省大臣、 

首相府表敬訪問 

3 1/27 金 

4 1/28 土 

5 1/29 日 

6 1/30 月 農業食品産業省大臣および 2KR-PIU 所長と M/D 案打合せ、 

UNDP 訪問、M/D 調印 

農業食品産業省大臣、 

首相府表敬訪問 7 1/31 火 

8 2/1 水 モ国出発 
UNDP 訪

問、調査整

理表作成 

サイト

調査準

備 

UNDP

訪問、調

査整理

表作成 

CFU 打合

せ、 

UNDP 訪

問 

CFU 打合せ、

UNDP 訪問 
UNDP 訪問 

9 2/2 木 

    

10 2/3 金 

11 2/4 土 

12 2/5 日 
サイト訪

問、再委託

契約交渉、
Energy 

Efficiency

面談 

サイト

調査準

備、 

再委託

契約交

渉 

サイト

訪問、 

調査整

理表作

成 

サイト訪

問、CFU 打

合せ、環境

省大臣面

談、 

UNDP 訪

問 

サイト訪問、

CFU 打合せ、

環境省大臣面

談、 

Energy 

Efficiency 訪

問 

サイト訪問 

13 2/6 月 

14 2/7 火 

15 2/8 水 

16 2/9 木 本邦出発 

17 2/10 金 2KR-PIU 協

議 18 2/11 土 

19 2/12 日 
再委託手続

き、建設・

地方開発省

訪問、 

農業機械展

示会視察 

質問票

回収手

配 

質問票

回収手

配 

 調査情

報整理 2KR-PIU 協

議、現地業者

面談、 

農業機械展

示会視察 

農業機械展示

会視察、 

State 

Ecological 

Inspectorate

面談 

質問票回収

手配サポー

ト 

20 2/13 月 

21 2/14 火 本邦帰国 

22 2/15 水 

  

23 2/16 木 

24 2/17 金 

25 2/18 土 

26 2/19 日 

MoAFI 大

臣打合せ、 

ブリケッ

ト・ペレッ

ト工場視察 

質問票

整理、ペ

レット

工場視

察、サイ

ト調査 

質問票

整理、ペ

レット

工場視

察、サイ

ト調査 

農業機械メ

ーカー、販売

代理店訪問、

ブリケッ

ト・ペレット

工場視察 

MoAFI 大臣

打合せ 
MoAFI 大

臣面談、 

質問票整理

サポート 

27 2/20 月 

28 2/21 火 

29 2/22 水 

30 2/23 木 本邦帰国 

31 2/24 金 

  

32 2/25 土 

33 2/26 日 

大使館書記

官面談 

サイト

調査、資

料整理 

サイト

調査、資

料整理 

建設会社協

議、世銀担当

者協議 

サイト調査 
34 2/27 月 

35 2/28 火 

36 2/29 水 

        
37 3/1 木 統計整理、

機材購入手

続き、 

機材メーカ

ー訪問 

サイト

訪問 

サイト

訪問 

機材メーカ

ー調査、 

UNDP 打合

せ 

機材購入手

続きサポー

ト 

38 3/2 金 

39 3/3 土 

40 3/4 日 

MoAFI 大

臣打合せ、

MSIF面談、

サイト訪問 

サイト

訪問 

サイト

訪問 

調達情報収

集、MoAFI

大臣打合せ、 

サイト訪問 

機材購入手

続きサポー

ト 

41 3/5 月 

42 3/6 火 

43 3/7 水 

44 3/8 木 

45 3/9 金 

46 3/10 土 

47 3/11 日 内務省消防

局面談、 

経済省面

談、現地コ

ンサルタン

サイト

訪問 

サイト

訪問 

MoAFI 技術

担当面談、 

経済省面談、 

サイト訪問、

現地コンサ

サイト訪問 

48 3/12 月 

49 3/13 火 

50 3/14 水 

51 3/15 木 
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52 3/16 金 ト会社調査 ルタント会

社調査、 

エネルギー

展示会視察 

53 3/17 土 

54 3/18 日 

報告書作成 

現地調

査結果

整理、報

告書作

成 

現地調

査結果

整理、報

告書作

成 

UNDP 面談、

日本大使館

書記官面談、

MoAFI 大臣

打合せ、 

報告書作成 

MoAFI 大

臣打合せ 

55 3/19 月 

56 3/20 火 

57 3/21 水 

58 3/22 木 

59 3/23 金 

60 3/24 土 本邦帰国 本邦帰国 本邦帰国 

 

2.2 第 2 次現地調査時 

  
月/

日 

曜
日 

 

業
務
主
任/

バ
イ
オ
マ
ス
暖
房
計
画 

 

飯
塚 

惠
治 

 

施
設
設
計/

自
然
条
件
調
査
① 

 

伝
田 

六
郎 

 

施
設
設
計/

自
然
条
件
調
査
② 

 

山
野 

和
秀 

 

維
持
管
理
計
画/

経
済
性
分
析 

 

倉
澤 
壮
児 

 

積
算/

調
達
・
機
材
計
画 

 

木
渓 

秀
樹 

 

環
境
社
会
配
慮/C

D
M

事
業
化 

 

池
田 

博 

 

業
務
調
整/G

IS
 

 

奈
良 

幸
雄 

1 6/3 日 本邦出発 

    

  

  

  

  

2 6/4 月 2KR-PIU・

MoAFI 大臣

打合せ、 

サイト調査

準備、 

再委託準備 

3 6/5 火 

4 6/6 水 

5 6/7 木 

6 6/8 金 

7 6/9 土 

8 6/10 日 

MSIF・

UNDP 面談、 

再委託業者

説明 

9 6/11 月 

10 6/12 火 

11 6/13 水 

12 6/14 木 

13 6/15 金 

14 6/16 土 

15 6/17 日 

調達情報収

集、MoAFI

大臣面談、 

再委託業者

評価 

本邦出発 

16 6/18 月 

調達情報収

集・協議、 

MoAFI 大臣面

談 

17 6/19 火 

18 6/20 水 

19 6/21 木 

20 6/22 金 

21 6/23 土 

22 6/24 日 

サイト情報

収集、 

再委託締

結、 

MSIF 訪問 

調達情報整理、

現地施工情報

収集、 

MSIF 面談 

23 6/25 月 

24 6/26 火 

25 6/27 水 

26 6/28 木 

27 6/29 金 

28 6/30 土 

29 7/1 日 建設・地方

開発省面

談、 

MoAFI 面

談、現地設

計会社打合

せ 

本邦出発 本邦出発 

建設・地方開発

省面談、 

MoAFI 面談、 

現地設計会社

打合せ 

本邦出発 

30 7/2 月 

現地設計会社打合せ 
現地設計会

社打合せ 

31 7/3 火 

32 7/4 水 

33 7/5 木 

34 7/6 金 

35 7/7 土 

36 7/8 日 再委託準

備、 

MoAFI 大臣

面談、ペレ

ット製造設

備・UNDP

ボイラーサ

イト視察 

MoAFI 大臣面談、ペレット製

造設備・UNDP ボイラーサイ

ト視察 

MoAFI 大臣面

談、 

ペレット製造

設備・UNDP ボ

イラーサイト

視察、見積依頼 

MoAFI 大臣

面談、 

ペレット製

造設備・

UNDP ボイ

ラーサイト

視察、 

機材購入手

37 7/9 月 

38 7/10 火 

39 7/11 水 

40 7/12 木 

41 7/13 金 

42 7/14 土 
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続き 

43 7/15 日 サイト情報

整理、現地

設計・施工

会社打合

せ、 

再委託手続

き 

設計資料準

備、現地工事

RFQ 準備、 

UNDP ボイ

ラーサイト

視察 

設計資料準

備、 

UNDP ボイ

ラーサイト

視察、設計資

料準備 

設計会社打合

せ 

現地工事

RFQ 準備サ

ポート、

UNDP ボイ

ラーサイト

視察、機材購

入手続き 

44 7/16 月 

45 7/17 火 

46 7/18 水 

47 7/19 木 

48 7/20 金 

49 7/21 土 

50 7/22 日 

再委託契

約、MoAFI

大臣面談、

サイト情報

整理 

設計資料準備、 

現地設計会社打合せ、 

現地工事 RFQ 準備 

ペット製造設

備候補地視察、

UNDP 訪問、 

調達情報収集、

設計会社打合

せ 

現地工事

RFQ 準備サ

ポート、 

機材購入手

続き 

51 7/23 月 

52 7/24 火 

53 7/25 水 

54 7/26 木 

55 7/27 金 

56 7/28 土 

57 7/29 日 
 サイト情

報整理 

設計資料準備、 

設計会社打合せ、 

RFQ 打合せ 

調達情報収集 
機材購入手

続き 
58 7/30 月 

59 7/31 火 本邦出発 本邦出発 

60 8/1 水 本邦帰国 

サイト調査、 

調査結果整

理 

サイト調査、 

ペレット設

備サイト検

討 

プロジェク

ト評価、ソフ

コン案検討、

2KR-PIU・

MoAFI 大臣

打合せ 

積算補助資料

作成 

資料整理、 

温室効果ガ

ス削減情報

収集 

サイト調査、

ソフコン案

検討サポー

ト 

61 8/2 木 

  

62 8/3 金 

63 8/4 土 

64 8/5 日 

引き合い書

作成、 

MSIF 面談、

設計会社打

合せ 

設計業務、調

達情報・輸送

調査、材料規

格調査 

質問状手配、

欧州ペレッ

ト情報収集、

ペレット製

造プロセ

ス・コスト試

算 

経済省訪問、

UNDP 訪問、

MSIF 訪問、輸

入情報収集、 

ソフコン情報

収集、モジュー

ル情報収集 

MoAFI 大臣

面談、CFU

打合せ、
Institute of 

Ecology and 

Geography 面

談、経済省面

談、UNDP 面

談、MSIF 面

談 

引き合い書

作成サポー

ト、 

ソフコン案

検討サポー

ト、GIS 情報

収集、 

UNDP 面談 

65 8/6 月 

66 8/7 火 

67 8/8 水 

68 8/9 木 

69 8/10 金 

70 8/11 土 

71 8/12 日 
引き合い書

作成、MSIF

面談、設計会

社打合せ、 

日本大使館

書記官面談 

設計業務、調

達情報・輸送

調査、 

材料規格調

査 

ボイラ調査、

比較表作成、

燃料費試算、

ペレット需

要調査・試算 

設計会社打合

せ、積算補助資

料作成 

環境社会配

慮、CDM 事

業化情報収

集 

設計会社打

合せ、引き合

い書作成サ

ポート、 

GIS 情報収

集、機材購入

手続き 

72 8/13 月 

73 8/14 火 

74 8/15 水 

75 8/16 木 

76 8/17 金 

77 8/18 土 

78 8/19 日 

設計会社打

合せ、報告書

作成 

サイト別地

形調査、法規

調査 

報告書作成、

ソフコン計

画表作成 

設計資料準備、

設計会社打合

せ、UNDP 打合

せ、現地企業打

合せ 

温室効果ガ

ス削減削減

量算定、

MoAFI 大臣

面談 

ソフコン計

画サポート、

GIS 情報整

理 

79 8/20 月 

80 8/21 火 

81 8/22 水 

82 8/23 木 

83 8/24 金 

84 8/25 土 

85 8/26 日 
報告書作成、

UNDP 面談 

ボイラ容量

算定 

ソフコン計

画表作成、見

積手配 

 設計資料準

備 

 温室効果

ガス削減量

算定 

GIS 地図資

料作成、 

UNDP 面談、

ソフコン情

報収集 

86 8/27 月 

87 8/28 火 

88 8/29 水 本邦帰国 

89 8/30 木 

          

90 8/31 金 

91 9/1 土 GIS 地図資

料作成、

UNDP ワー

クショップ

出席、ソフコ

ン情報収集、

MoAFI 大臣

面談 

92 9/2 日 

93 9/3 月 

94 9/4 火 

95 9/5 水 

96 9/6 木 

97 9/7 金 

98 9/8 土 

99 9/9 日 本邦帰国 
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2.3 第 3 次現地調査時 

  
月/

日 
曜日 

総括 

松岡 秀明 

業務主任/ 

バイオマス暖房計画 

飯塚 惠治 

施設設計/ 

自然条件調査① 

伝田 六郎 

1 1/28 月 本邦出発 

2 1/29 火 

準備調査報告書（案）の先方政府への説明・協議、 

議事録作成・署名 

3 1/30 水 

4 1/31 木 

5 2/1 金 

6 2/2 土 

7 2/3 日 本邦帰国 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

3. 関係者（面会者）リスト 
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3. 関係者（面会者）リスト 

氏  名 職  位 所  属 

Vasile BUMACOV (Mr) 大臣 
農業食品産業省 (Ministry of 

Agriculture and Food Industry) 

Iuric SENIC (Mr) Department Head 
農業食品産業省/ Organic Agriculture 

and Origin of Products Department 

Petru MALERU (Mr) Director  
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1 ソフトコンポーネントを計画する背景 

 

「モルドバ共和国バイオマス燃料有効活用計画」（以下、“本プロジェクト”）は、「「モ」

国対象サイト（主に公共教育施設）において、バイオマス暖房システムが定着する」ため

に、バイオマス・ペレット・ボイラー（以下バイオマス・ボイラー）並びにペレット製造

設備の機材整備を行うものである。 

 

1－1 プロジェクトの背景 

 

モルドバ（以下「モ」国）はこれまで、天然ガス、石油、石炭等エネルギー源のほとん

どをロシア、ウクライナ、ルーマニア等の周辺国からの輸入に頼っている。ソ連時代には

連邦内の周辺国から安価にエネルギーの供給を受けていたが、独立以降、その価格は徐々

に引き上げられ、現在では西欧諸国と変わらない価格で購入しなければならない状況にあ

る。しかし、体制移行に伴う経済混乱に起因する外貨不足から十分なエネルギー源が輸入

できず、経済活動の低下を招いている。また近年は、ロシアがウクライナ経由の欧州向け

天然ガス供給を停止した際に、「モ」国でもガス供給が停止されるなどにより、社会経済的

に大きな混乱が見られた。「モ」国にとって、エネルギー自給率向上は安定した経済社会活

動を通じた市場経済化の推進やエネルギー安全保障にとって大きな課題となっている。特

に農村地域では、農業が主な産業であるが、必要なエネルギー源を購入するだけの十分な

税収入が得られず、幼稚園や学校と言った施設の冬の暖房が十分に行えない状況にある。 

 かかる状況において、「モ」国では農村地域から大量に得られる麦藁等のバイオマス残渣

を代替エネルギーとして利用することが、エネルギー事情の改善や、農村地域における新

たな産業に結びつくことが期待されており、2008 年には我が国の草の根・人間の安全保障

無償「ヒルトプル・マレ村初等教育施設環境整備計画」によって、2基のバイオマス暖房シ

ステム（藁ボイラー）を導入し、その有効性が実証された。この結果をもとに、2009 年、

「モ」国政府は我が国に対して麦藁を中心としたバイオマス暖房システムの拡大に関する

支援要請を行った。 

この要請を受けて、2011 年 2 月から 3月にかけて JICA による基礎情報収集・確認調査を

実施し、①「モ」国の農村地域における開発と環境にかかる現状把握、②バイオマス（麦

藁等）暖房技術をはじめとした代替エネルギーの利用可能性の検討、③代替エネルギーを

利用した場合の農村地域の経済発展可能性の検討を行い、同国におけるバイオマス暖房の

普及可能性があることを確認した。 
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表 1－1 プロジェクト概要 

上位目標 「モ」国においてバイオマス暖房システムが普及する。 

プロジェクト目標 「モ」国対象サイト（主に公共教育施設）において、バイオマス暖

房システムが定着する。 

期待される成果 成果 1．対象となった全てのサイトにおいて、バイオマス暖房システ

ムが設置される。 

成果 2．対象となったサイトにおいて、継続的にバイオマス燃料（ペ

レット）が利用可能となる。 

成果 3．バイオマス暖房システムが持続的に運用・維持管理される。 

プロジェクトの支

援計画 

① バイオマス暖房システム（ペレットボイラー）調達・設置 25 サ

イト（ボイラー総数 25 台、内 1 台はキシナウ 2KR に設置するデ

モンストレーションボイラー（以下“デモ機”）） 

② ペレット製造設備調達・設置 1か所 

③ 中央・地方政府、コミュニティに対する施設維持管理に係る技術

支援・指導 

出典：業務指示書等に基づき作成 

 

1－2 プロジェクトで調達する機材の運営・維持管理体制並びに教育訓練内容 

 

1－2－1 調達機材の運営・維持管理責任並びに費用の負担者 

本プロジェクトの調達予定機材は、下表 1－2の通りの体制／役割分担に基づいて運営・

維持管理される。なお、「モ」国カウンターパート（C/P）機関は、農業食品産業省下の 2KR

プロジェクト実施ユニット（2KR-PIU）である。 

 

表 1－2 調達機材の運営・維持管理責任 

 バイオマス・ボイラー ペレット製造設備 

運営・維持管理責任者 24 台：各村長 

デモ機：2KR-PIU 代表者 

2KR-PIU  

設備所有者 24 台：二次側施設1（責任者：

学校長等施設管理責任者） 

デモ機：2KR-PIU 

2KR-PIU 

実際の運転者 24 台：二次側施設に雇用された

運転要員 

デモ機：2KR-PIU に雇用された

① 2KR-PIU に雇用された運

転要員 

② 2KR-PIU に運営委託され

                                                      
1 本プロジェクトで供給するバイオマス・ボイラーから熱循環器までを一次側施設、熱循環器以降の施設

建物（学校や公民館等）を二次側施設と定義する。 
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運転要員（NTC 運転員） た NTC に雇用された運転

要員 

引渡し後の運営・維持管理

経費負担 

24 台：二次側施設予算管理組織 

（下記参照） 

デモ機：キシナウ NTC 

2KR-PIU 

 

 

図 1-1 プロジェクトのイメージ図 

 

設備引き渡し後の各設備の運営・維持管理にかかる経費については以下の通り： 

 

（1） バイオマス・ボイラー 

学校や幼稚園などの教育施設の予算は村（Local authority）を介さずに直接県（Rayon）

から分配される制度である。従って、教育施設のみに設置される 23台のボイラーの経

費負担者は当該教育施設の管理責任者が負担することになる。教育施設とその他公共

施設とが複合する 1 台は、村若しくは教育施設のいずれかが全額を負担する、若しく

はいずれかが経費負担を一時的に行い、面積換算等の基準を設けて相手方に経費請求

することになる。この経費には、燃料費・運転要員雇用費・メンテナンス／点検費・

運転経費（電力、補助燃料、薬剤等）等を含む。但し、バイオマス・ボイラー設置サ
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イトが学校等教育施設のみであっても、プロジェクト管理・評価上の運営・維持管理

責任者は村（Local authority）とする。 

2KR-PIU 向けデモ機に関する運営・維持管理経費は設置場所（利用者）であり、2KR-PIU

同様、農業食品産業省傘下にある NTC（National Training Center）に属するキシナウ

NTC の年間予算で賄われる。 

 

(2) ペレット製造設備 

ペレット製造設備関連経費は、初期の立ち上げ時以外はペレット燃料の販売対価で賄

う。初期の運転経費は 2KR-PIU が準備する。事業としては 2KR-PIU が管理を行い、場合

によっては施設の運営・維持管理を、2KR-PIU 同様に NTC に委託する。経費には運転要員

雇用費・メンテナンス／点検費・運転経費（電力、補助燃料、薬剤等）等が含まれる。 

 

1－2－2 調達機材の運営・管理の実施者と作業内容 

(1) バイオマス・ボイラー 

① 日常業務 

 調達機材が設置された各サイトにおける暖房対象施設（学校等）の管理者のもと、

日常運転管理業務については、運転管理要員が行う。運転管理要員は村若しくは暖房

対象施設で採用される。 

② 緊急時対応、定期点検、修繕／改造等 

発生頻度の低い緊急時の対応や定期的なメンテナンス作業を全てサイトの運転要員

に教育するのではなく、国土が狭い利点を活かし、国の中央に位置する首都キシナウ

を拠点とする販売代理店が直接行う体制を整えることを入札の条件とする。 

緊急時の連絡網やサービス体制の構築に関連する費用は調達機材側に含まれる。 

バイオマス・ボイラーに関して各サイトのレベルで行う作業は下表 1－3の通り。 

 

表 1－3  バイオマス・ボイラー運転管理作業 

定期点検 

（ 代理店

実施） 

＜暖房期間始動前点検、休止前点検＞＊法定定期点検はなし 

【目的】 

休止期間からのスムーズな立上げの為の準備作業 

＊必要に応じて新規採用ボイラー運転要員等の運転指導 

【点検箇所例】 

ボイラー本体、温水配管（一次・二次）、熱交換器、循環ポンプ、計装機器、

燃料供給設備、建屋、搬送設備、軟水供給、燃料残量確認 

日常業務 

（ ボイラ

ー運転要

【目的】 

・二次側施設で要求される熱を継続的に供給する通常運転 

・冬期期間中の温水配管内凍結防止のための低負荷運転 
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員実施） 【点検内容】 

・ボイラー運転管理（動作確認（機械／燃焼）、設定温度、ボイラー水量） 

・燃料供給（供給機の燃料残量、供給設備の動作確認） 

・計装機器（数値確認、計装機器の動作確認、通信機器の動作確認） 

・在庫管理（一次、二次保管庫の燃料残量確認） 

・燃料管理（水分計による含水率確認） 

＜緊急対応＞ 

・緊急停止、関係各所や代理店への緊急連絡 

報告業務 

（ サイト

関係者） 

【目的】 

・個々のボイラー運転管理記録することによる継続的運転の確保 

・各ボイラー設置サイト（25 サイト）の運転管理記録の集約・分析による全

ボイラーの安定稼働に資する情報のフィードバック 

・プロジェクト評価手段としての整備 

【内容】 

（1）運転日誌（毎日） 

ボイラー運転要員による二次側施設管理者への報告業務。ボイラー運転要員

が各自のシフト毎にフォーマットに則った事項に関する確認を行い、その結

果を記載する。各シフト勤務時間開始時点並びに終了時点における： 

日時、氏名、外気温、ボイラー設定温度、（並びに二次側設定温度）、積算熱

量値、一次／二次フレコン在庫数、ボイラー水量、メンテナンス点検リスト

の確認実施 

＊適宜：故障、メンテナンス作業における発見、部品劣化状況等特記事項、

燃料含水率 

 

（2）月報（毎月） 

二次側施設管理者による村長への報告業務。内容は上記（1）運転日誌のデー

タや記載内容をフォーマットに則って転記し、1か月ごとのレポートとしてま

とめる。 

 

（3）年報（暖房期間終了後） 

村長による 2KR－PIU への報告業務。FAX で提出される。上記（2）の月報に加

え、以下の情報をフォーマットに則って報告する。 

・オペレーション情報（ボイラー運転開始／終了日時、運転管理体制、月報） 

・燃料情報（購入先、購入量、購入単価、荷姿、搬入頻度） 

・収支結果（予算／決算状況） 

・次年度予算予測額 
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(2) ペレット製造設備 

① 日常業務 

 2KR-PIU 担当者若しくは 2KR-PIU が委託する NTC 責任者の管理のもと、日常運転管理

業務については教育された運転要員が行う。運転要員は 2KR-PIU 若しくは NTC で採用

される。 

② 緊急時対応、定期点検、修繕／改造等 

バイオマス・ボイラー同様、国土が小さい利点を活かし、緊急時の対応や定期的な

メンテナンス作業は、国の中央に位置する首都キシナウを拠点とする販売代理店が直

接行う体制を整えることを入札の条件とする。 

従って緊急時の連絡網やサービス体制の構築に関連する費用は調達機材側に含まれ

る。 

ペレット製造設備で行う作業は下表 1－4の通り。 

 

表 1－4  ペレット製造設備運転管理作業内容 

定期点検 ＊法定定期点検無し 

日常業務 

（2KR 若し

くは NTC） 

【目的】 

・ペレット燃料の安定供給に向けた操業の実現 

【内容】 

＜運転前点検＞ 

・破砕機（モーター／減速機類、刃の欠損・摩耗、異物の有無・除去） 

・乾燥設備（点火設備、燃料供給、ファン動作、燃焼室・灰出し・排気煙道

清掃、異物除去） 

・成形設備（モーター類、ダイの欠損・摩耗） 

・冷却設備 

・移動設備（コンベヤ破損・摩耗、ローラー・モーター動作） 

・電気計装機器（数値確認、計装機器の動作確認、通信機器の動作確認） 

・建屋 

・搬送設備 

・在庫管理（保管庫の原料残量確認） 

・原料管理（水分計による含水率確認） 

・燃料供給契約 

＜緊急対応＞ 

・緊急停止 

・緊急時連絡網 

報告業務 【目的】 
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・運転管理記録することによる継続的運転の確保 

・運転管理記録の分析による安定稼働に資する情報のフィードバック 

・プロジェクト評価手段としての整備 

【内容】 

（1）運転日誌（毎日） 

運転要員による 2KR 担当者（若しくは NTC 責任者）に対する報告業務。各自

のシフト毎に記載する。各シフト勤務時間開始時点並びに終了時点における： 

・日時、氏名、外気温、室内気温、原料在庫数量（運転前後）、消費電力量（運

転前後）、当日使用原料供給元、原料含水率、梱包材等資材在庫数、メンテナ

ンス点検リストの確認実施 

＊適宜：故障、メンテナンス作業における発見、部品劣化状況等特記事項、 

 

（2）月報（毎月） 

2KR 担当者（若しくは NTC 責任者）による 2KR-PIU に対する報告業務。内容は

運転日誌のデータや記載内容を転記するほか、1か月ごとのレポートとしてま

とめるほか、以下の情報をフォーマットに則って追記する。 

・オペレーション情報（ボイラー運転開始／終了日時、運転管理体制、月報） 

・原料情報（購入先、購入量、購入単価、荷姿、搬入頻度） 

・収支結果（計画に対する実績） 

＊年度終了 3か月前には次年度事業計画書を添付 

 

1－2－3 調達機材の運営・維持管理教育の考え方 

 「モ」国におけるバイオマス暖房システムの採用実施例は、我が国草の根無償案件や世

界銀行支援案件など複数存在するが、ペレット製造設備並びにペレットを燃料とするボイ

ラーの利用は比較的新しい技術に位置付けられるため、バイオマス・ボイラー並びにペレ

ット製造設備の運営・維持管理の教育が必要となる。 

本プロジェクトにおける調達機材の運営・維持管理教育は、設置する機材数がボイラー

25 台、ペレット製造ライン 1 式と多いことから、効率性を考慮する必要がある。本プロジ

ェクトにおいては、日本側設備供給者（設備メーカー／エンジニアリング会社／商社）が

契約を結んだ現地代理店に対して行う教育を機材調達の範囲に含むものとする。また、エ

ンドユーザーに対する運営・維持管理教育は現地代理店によって行われるが、この教材費

などの費用に関しても機材調達の範囲に含むものとする。 

一方、バイオマス・ボイラー並びにペレット製造設備共に、報告業務に関する教育は機

材供与の運転教育に含まれていない。 
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図 1－2 報告業務の教育タイミング 

 

1－3 ソフトコンポーネントの必要性 

 

以上から、調達機材の実務的な運転・維持管理教育については機材供与側で負担する。

しかし本プロジェクトにおいては、調達機材である 25台のバイオマス・ボイラー並びにペ

レット製造ライン 1 式が長期間に渡って運転され続けることを目的達成のために必要とな

ると考える以下の活動をソフトコンポーネントとして実施する。 

 

① 数多くの機材が納められるプロジェクト全体の円滑な立ち上がりに資するマネージ

メント機能の強化、 

② 当該バイオマス暖房システムの更なる普及において重要となるペレット燃料のサプ

ライチェーンモデルの計画、 

③ 広報戦略に基づいた普及に資する環境教育・情報共有 

 

燃料のサプライチェーンが機能することを含め、数多くの機材を確実に管理し、データ・

実績を示すことは、バイオマス暖房システムそのものが技術面・経済面・社会面において

導入するメリットがあることの裏付けとなる。以下、具体的な能力開発の必要性を述べる。 

 

1－3－1 情報管理システムの構築・運営・維持管理能力向上の必要性 

 本プロジェクトにおける主な供与機材は、①25の対象サイトに設置される 25台のバイオ

マス暖房システム（ペレットボイラー）及び②ペレット製造設備一式である。 
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引き渡し後も全ての機材が高い稼働率を継続していることを確認し、プロジェクト評価

を円滑に行う為にも、これら数多くのサイトから得られる運転データや、部品や不具合・

定期検査等の情報を集積・分析・整理を行う為の“情報管理システム”が必要である。将

来的には他ドナープロジェクトで設置されたバイオマス暖房システムの情報を併せ、ケー

スを増やすことも考慮に入れる。従って、効果的な情報管理システムの構築並びにその運

用のための能力開発が必要である。 

＜活動内容＞ 

・各バイオマス・ボイラーやペレット製造設備からの運転報告を得る際の報告ルール設定 

・情報収集システムの構築（マニュアル並びに自動収集手段構築） 

・情報分析/整理能力開発（人材教育） 

・教育効果モニタリング（報告ルールの運用状況の確認） 

 

1－3－2 ペレット燃料サプライチェーンモデル計画立案の必要性 

供与機材であるバイオマス・ボイラーを定着させるため、供与するペレット製造設備並

びにバイオマス・ボイラー間におけるサプライチェーンモデルを計画し、ペレット燃料事

業の立ち上がりと流通の円滑化を支援する。本来であれば本計画は準備調査内で行うべき

であるが、準備調査期間中に供与機材を麦わらボイラー（村落内での地産地消型）からバ

イオマス・ボイラー（燃料流通域の広域化）に変更したため、追加的にソフトコンポーネ

ント内で実施することとした。 

計画立案にあたって、2KR-PIU 職員（ペレット製造責任者及び担当者、モニタリング担当

者）等を日本に招聘し、日本で行われているサプライチェーンの成功や失敗例を視察・研

究することでより実効性の高い計画の立案に結び付けることを含む。 

また供与予定のペレット製造設備を研修施設として活用し、「モ」国におけるペレット製

造技術向上並びにペレット品質管理能力向上を図り、適正なペレット燃料市場の形成を通

じた供与機材の継続的な運用に結び付ける。従ってソフトコンポーネントには、潜在的な

ペレット事業者や学術機関に対するペレット製造に関する研修（二次教育）のための活動

計画立案のほか、二次教育実施のために 2KR 職員等が必要となる技術や知識の教育を行う

必要がある。 

 

＜活動内容＞ 

・サプライチェーンモデル計画の策定 

・ペレット製造に関する二次教育の為の教育指導 

 

1－3－3 広報戦略とバイオマス暖房システム普及啓蒙能力の必要性 

 情報管理システムやペレット燃料サプライチェーンモデルで得られた情報を関係者間で

共有し、供与されたバイオマス暖房システムが長期間に渡って安定的に利用されることを
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狙うほか、広く公にバイオマス暖房システムの実績を示すことで更なる普及を促すために、

普及啓蒙ツール並びに活動が必要である。これには以下の項目が含まれる。 

＜活動内容＞ 

・バイオマス暖房システム広報活動戦略の立案 

・広報活動内容の立案、構築、運用 

-情報発信/共有ホームページ（HP）構築 

-二次側施設利用者に対する環境教育プログラムの立案、ツール作成、実施 

・他ドナー、政府関係者、学識経験者向けに対するワークショップの計画・実施 

 

＜想定される効果＞ 

（1）バイオマス暖房システム導入サイト間の情報共有がもたらす効果 

・燃料調達効率化 

（地域/原料別価格の標準化、共同調達によるコスト削減、燃料在庫把握、等） 

・費用削減 

（軽微メンテナンス情報提供による外注費削減、故障先行事例情報共有による故障の防止） 

・予算化支援 

（部品交換/メンテナンスサービスタイミング情報提供、燃料価格動向情報等） 

（2）普及啓蒙活動がもたらす効果 

・バイオマス暖房システムの利用拡大、日本製技術の利用拡大の可能性 

・バイオマスの利用促進 
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図 1－3 ソフトコンポーネント（三角形内）概要図 
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2 プロジェクトにおけるソフトコンポーネントの位置づけ 

 

 本プロジェクトの目標（「モ」国対象サイト（主に公共教育施設）において、バイオマス

暖房システムが定着する）の達成及びその結果、上位目標（「モ」国においてバイオマス暖

房システムが普及する）の達成に向けて、ソフトコンポーネントとして本活動「供与機材

維持管理能力の定着並びにバイオマス暖房普及啓蒙活動」の実施を計画する。以下に活動

の概要を示すが、本計画書の添付資料－1 の Project Design Matrix（以下 PDM）の内容を

説明する構成となっている。基本構造としては、以下の 3点を行うものとする。 

 

① バイオマス・ボイラー維持管理能力向上 

供与機材の維持管理状況を“報告ルール”に基づき集積・分析・フィードバックす

ることで、機材供与先各サイトのマネージメント並びに維持管理のバックアップを行

うと同時に関係者間で起こった問題点の蓄積・分析による改善を行う仕組みを作り上

げ、バイオマス・ボイラーシステムへの社会的信頼性を高め、普及拡大を図るための

仕組みづくりを行う。 

報告ルールの円滑的な運用にあたって、人員の不在時の対応だけでなく、異動や退

職による入れ替えがあっても対応できるように、村長から運転要員のレベルに至るま

での報告に関して、下図2－1を例とする管理体制構築を各サイトに義務付ける。 

 

図2－1 バイオマス・ボイラー維持管理報告ルール体制図（案） 
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この中で、先方政府の要望により、各ボイラーサイトの積算熱量計データを2KR-PIU

のデータベースに転送できるシステムを構築する。これにより大量のサイトから上が

ってきた報告について手書き報告書とデータとを用いて二重確認が可能となるとと

もに、蓄積される情報の加工・分析が容易となる。更に積算熱量計情報（出入口温度

差×水量＝瞬間消費熱量、瞬間熱量×時間＝積算熱量、等各データ）及び異常（積算

熱量ケーデータの変化の有無）を2KR-PIUからも一日一回以上把握することができる

ため、現場だけでなく2KR-PIUでも早急な対処の指示が行えることになることから、

最終的に高い稼働率を維持することに繋がる。尚、2KR-PIUの管理能力並びにPCスキ

ルは高く、本ソフトコンポーネントにおいて通信システムに関する知識／実践並びに

GISソフト等、追加的に必要となる能力の開発を補うことでタスクを達成できること

から、ソフトコンポーネント内でこうした教育を行う計画をしている。 

また本プロジェクト以外にも将来的に増え続けると考えられる他のバイオマス・ボ

イラー情報も取り込むことができることを念頭に置いたシステム構成を行う。通信や

メンテナンス等にかかる費用は、ペレット燃料の販売コストに計上することで確保す

る仕組みを構築する。 

通信システムは「モ」国全土の約99％を網羅する第三世代携帯電話回線（以下“3G”）

の利用を基本とする（サイト確定次第、各サイトが通信網に含まれることを確認する）。

このためには自動通信を制御する端末を設置する必要があるほか、通信費を負担する

必要がある。通信費に基本料金は無く、従量料金についても1回／日通信で100Lei／

月（約700円）をはるかに下回ると試算され、また暖房期間以外は通信費が発生しな

い料金体系である。暖房期間を6か月とした場合でも最大約4,200円／年・ボイラーで、

ボイラー総数25台でも約105,000円／年となる。通信端末は以下の写真2－１に示すよ

うなものを想定している。当該システムは「モ」国の一般的な熱供給事業においても

利用されている普及型の技術である。 

 

  
写真2－１ 通信端末（例） 
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 ソフトコンポーネント活動としては、上記報告ルールの構築並びにマニュアル作成

を行い、ボイラー設置サイトの関係者に対してルール教育を3段階で行う。 

 

【第1段階：マネージメント層研修】 

中央組み立て工場（Central Assembling Factory, CAF）で組みあがったボイラー

の検収の際に各サイトの村長並びに二次側施設の管理責任者にキシナウNTCに来ても

らい、検収作業後0.5日程度をかけて報告ルールの教育研修を行う。24サイトの村長

並びに二次側施設管理者の2名（合計48名）前後に加え、2KR-PIU、NTC、農業食品産

業省等のメンバーを想定する。ボイラーの検収タイミング（現状3回を想定）に合わ

せて複数回行う。初回は日本側のコンサルタントが立ち会うが、2回目以降は2KR-PIU

が中心となって行う。 

 

【第2段階：実務者研修】 

ボイラーを各サイトに設置した後の引渡し時における運転指導に合わせて、村関係

者、二次側施設関係者、ボイラー運転管理要員に対して、0.5日程度をかけて報告ル

ールの教育研修を行う。ここではボイラーを実際に運転する人員に加え、上記マネー

ジメント層研修に出席した村長及び二次側施設管理者並びにその補佐役を対象とす

る（7名程度/サイトを想定）。ボイラーの施工スケジュールに合わせ、日本側コンサ

ルタントは5回前後の立会いを想定する。 

 

【第3段階：報告ルールモニタリング】 

報告ルール教育活動の総括として、日本側コンサルタント並びに2KR-PIU担当者は、

設計監理期間最終段階（20か月目前後）の暖房時期に全25ボイラー設置サイトを巡回

し、報告ルールの運用状況と改善の是非に関するモニタリングを行う活動を行う。2

サイト程度/日（12日間前後）で実施する。 

 

このほか、2KR-PIUに供与するペレット製造設備の運転管理要員に対しても同様の

教育を行う。 

 

② ペレット製造設備維持管理能力向上 

本プロジェクトで供給されるバイオマス・ボイラーの燃料供給の円滑的な継続を目

的として、キシナウNTCに設置予定のペレット製造設備から各バイオマス・ボイラー

に安定的にペレット燃料を供給するために必要な活動や体制構築を整理したサプラ

イチェーンモデルを計画する活動である。 

この中には2KR-PIUの関係者を日本に招聘するペレット燃料のサプライチェーンに

関する視察研修が含まれる。視察研修は14日間を想定し、日本国内において木質原料
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の調達及びペレット化を行っている自治体や民間事業者を視察するほか、ペレットを

利用している施設の視察を行い、「モ」国におけるペレット供給事業に関する計画書

立案の参考とする。また同時にペレット製造設備並びにペレットボイラー工場の視察

を行うことも検討する。 

 

表2-1 日本視察研修日程（案） 

 

 

また当該活動内では、2KR-PIUに供与するペレット製造設備を用いて、2KR-PIUが農

業関係者や民間投資家等にペレット製造に関する技術/ノウハウを二次的に教育する

ための教育プログラムも計画する。 

 

③ バイオマス利用の利点周知 

本プロジェクトに関するホームページ（以下“情報共有HP”）を立ち上げ、バイオ

マス暖房の基礎知識並びに導入効果（環境改善／CO2削減、社会経済性等）のほか、

機材供与側で行う運転管理教育内容や情報管理システムで得られた情報の共有によ

って、バイオマス暖房利用の更なる普及を支援する活動を行う。 

供与機材であるバイオマス・ボイラーの二次側施設の利用者（先生・生徒・園児・

周辺住民等）へのバイオマス利用の利点を紹介する教育プログラムを作成し、各サイ

トにおいて環境教育を行う。タイミング的には報告ルールモニタリング活動（実施設

計開始20か月前後に実施予定）に併せて行い、作業の効率化を図る。デモ機を除く本

プロジェクト24サイトの裨益効果の合計は学校で10,421人、公民館で150人に上り、

日 場所 内容 備考
1 モルドバ 移動

ウィーン
2 東京 移動

オリエンテーション 視察計画等打合せ
3 移動

鹿児島 研修 運営組織体視察
4 研修 運営組織体視察、工場視察
5 東京 移動
6 （休日）
7 移動

北海道 研修 運営組織体視察
8 研修 運営組織体視察、工場視察
9 東京 移動

群馬 移動
10 研修 運営組織体視察
11 研修 運営組織体視察、工場視察

東京 移動
12 計画書案作成 視察総括
13 移動

ウィーン
14 モルドバ 移動
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対象人員用の教育資料並びに教育用パネルも作成する。 

また「モ」国内の学識者や他のドナー、自治体や国の関係者を集め、本プロジェク

ト活動の報告並びに周知の為のセミナーを開催する。全ての供与機材が設置された後、

50名前後を対象としてキシナウ市内のセミナー会場を使用して行うことを想定して

いる。本プロジェクトの紹介用パンフレット等を併せて作成する。 

 

2－1 目標 

 

プロジェクト目標（「モ」国対象サイト（主に公共教育施設）において、バイオマス暖房

システムが定着する）の達成及びその結果、上位目標（「モ」国においてバイオマス暖房シ

ステムが普及する）の達成に向けて、数多くの供与機材が継続的に運転するための支援基

盤の形成を行う。 

 

2－2 成果 

 

ソフトコンポーネント実施期間の終了時点で達成されるべき成果として以下の項目が挙

げられる。 

成果 1 バイオマス・ボイラーの維持管理が行われる 

成果 2 ペレット製造設備の維持管理が行われる 

成果 3 バイオマス利用のメリットが周知される 

 

なお、本ソフトコンポーネントの結果、機材供与地域におけるペレット燃料サプライチ

ェーンが確立されること並びに運転管理教育に基づいた運転と情報管理システムによる適

切な情報提供を受けることによって日本製のバイオマス・ボイラーの信頼性を証明するこ

とができ、更に成果 3 の普及活動事業による周知を行うことによって、日本中小企業製品

の普及にも貢献することが期待される。 

 

2－3 成果達成度の確認方法 

 

 本活動の成果達成度の確認指標について下表 2－2にまとめた。 

 

表 2－2 成果達成度の確認指標とデータ入手手段 

成果 指標 指標データ入手手段 

成果 1 

ボイラーの維持管理ができ

る 

〇プロジェクト管理者の資

源・能力に対して、複数サイ

トのプロジェクト管理に必

〇プロジェクト評価報告書 

〇運転日誌・月報・年次報告

書 
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要な人材レベル、機材、ルー

ル等のインフラが整備され

る。 

〇報告ルールが計画通り運

用される。 

〇積算熱量計データ 

成果 2 

ペレット製造設備の維持管

理が行えるようになる 

〇報告ルールが計画通り運

用される。 

〇機材供与地域におけるペ

レット燃料流通のサプライ

チェーン計画が作成される。 

〇供与するペレット設備に

おいて、ペレット燃料に関す

る教育研修ができるように

なる。 

〇運転日誌・月報・年次報告

書 

成果 3 

バイオマス利用のメリット

が認知される 

〇バイオマス・ボイラーに関

する普及啓蒙情報を提供す

るホームページが立ち上が

る。 

〇供与するボイラーの二次

側施設受益者に対する環境

教育が行われる。 

〇ホームページアクセス統

計 

〇環境教育アンケート 

出典：調査団作成 

 

2－4 活動内容（投入計画）  

 

2－4－1 活動 

 本活動における期待される成果に対する活動内容を下表 2－3にまとめた。 

 

表 2－3 本活動の成果と活動内容 

成果 活動 必要な技術 対象者 

成果 1 

ボイラーの維

持管理ができ

る 

○プロジェクト評価内容、モニタリン

グ方法の習得 

○情報収集・管理システムの構築 

○同システムの操作/維持管理/利用

能力開発 

〇ボイラー報告ルール研修プログラ

ム並びにマニュアル作成 

〇ボイラー管理者向け報告システム

PC スキル 

GIS 操作 

システム管理

能力 

2KR-PIU 

 

 

 

 

 

 

村長 



5-20 

運用実務研修 

〇ボイラー実務者向け報告システム

運用実務研修 

〇教育ルールの運用状況モニタリン

グ 

村長補佐 

施設管理者 

施設管理者補佐 

ボイラー運転員 

成果 2 

ペレット製造

設備の維持管

理が行えるよ

うになる 

〇ペレット製造設備報告ルール研修

プログラム並びにマニュアル作成 

〇サプライチェーンの計画立案 

〇二次教育実務研修 

〇ペレット製造設備報告システム運

用実務研修 

〇教育ルールの運用モニタリング 

 2KR-PIU 

 

2KR-PIU 担当者 

 

2KR-PIU 担当者 

装置管理者 

装置運転員 

成果 3 

バイオマス利

用のメリット

が認知される 

○広報戦略の立案 

〇専門ホームページの立上げ 

〇ホームページ維持管理能力開発、運

用マニュアル作成 

〇ホームページ内に”簡易ボイラー計

画サイト”や”テスト”の作成 

〇プロジェクト広報の為のワークシ

ョップ開催 

〇二次側施設利用者への講習、住民説

明会の実施 

〇説明資料作成 

PC スキル 2KR-PIU 

 

 

 

 

 

政府関係者、他

ドナー等 

二次側施設利用

者（教育者、生

徒） 

出典：調査団作成 

 

2－4－2 成果品 

 本活動を通じての「モ」国側の成果品は下表 2－4を想定する。 

 

表 2－4 本活動の成果に対応する成果品 

成果 成果品 

成果 1 

ボイラーの維持管理ができる 

【成果 1、2共通】 

○情報管理システム 

○報告ルール規定 

○運転日誌・月報・年次報告書フォー

マット 

○モニタリングマニュアル 

○モニタリングマニュアルに基づくモ

ニタリング報告書 

○データベース運用マニュアル 

○データベース並びにデータベース入

力フォーマット 

成果 2 

ペレット製造設備の維持管理が行えるようになる 
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【成果 2のみ】 

〇現場視察報告書 

〇サプライチェーン計画書 

〇二次教育教材 

成果 3 

バイオマス利用のメリットが認知される 

○情報共有 HP 

○HP 維持管理マニュアル 

○HP内の環境教育サイト 

○環境教育・セミナー用資料 

出典：調査団作成 

 

2－4－3 投入 

本活動は実施主体となる 2KR－PIU のモニタリング専門家並びにエンジニアが、プロジェ

クト全体を俯瞰する役割に位置付けられていることから主な能力向上の対象者となる。彼

らを中心に、全ての機材供与対象サイトの関係者などが個別の能力向上対象者となる。 

コンサルタントは 2KR－PIU と協力して本活動の成果並びに成果物を出していく関係とな

る。更に Arc-GIS など能力向上対象者への直接的指導を要する項目については効率性の面

からローカルリソースを活用する。コンサルタントの構成はソフトコンポーネント担当の

ほか、情報システム専門家、ボイラー並びにペレット製造設備の技術面でのサポートとし

て“施設専門家”を含む 3 名体制とした。尚、コンサルタントの役割分担は下表を素案と

する。 

表 2-5  コンサルタントの役割分担表（案） 

 

出典：調査団作成 

ソフトコンポーネント総括 システム専門家 施設専門家

成果1 ボイラーの維持管理ができる
プロジェクト評価の構築 ◎

報告ルール構築 ◎
△

（技術面支援）
報告ルール教育 ◎ △

（技術面支援）
情報管理システム構築

〇 ◎
△

（技術面支援）
情報管理システム維持管理能力開発 ◎

（実務主体は現地リソース）
報告ルール教育効果モニタリング ◎ △

成果2
ペレット製造装置の維持管理が行える
ようになる
報告ルール構築 ◎
報告ルール教育 ◎ 〇
情報管理システム構築 ◎

サプライチェーン計画作成
◎

（経営計画面）
◎

（施設・技術面）

ペレット製造二次教育内容企画
◎

（経営計画面）
◎

（施設・技術面）

成果3 バイオマス利用のメリットが認知される

広報ツール企画・作成 ◎
△

（情報システムとの調整）
△

（技術面支援）

ワークショップ開催企画 ◎
〇

（情報システム講師）

二次側施設利用者教育企画 ◎
△

（技術面支援）
二次側施設利用者教育実施 ◎
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日本側は、主に以下の項目を投入する。 

 コンサルタント 3名：合計 15.83MM（国内 8.7、移動を含む現地 7.13） 

 英語－ルーマニア語通訳：現地 2.44MM 

 日本語－ルーマニア語通訳：国内 0.5MM 

 情報管理システム開発、広報用ホームページ作成並びにそれらを維持管理する 2KR-PIU

担当者の教育にかかる現地 ITシステムインテグレーター及び Arc-GIS 講師雇用費 

 サプライチェーン計画検討を目的とした「モ」国側関係者の日本招聘費用 

 研修／セミナー開催費用並びに関連資料作成費 

 

「モ」国側の投入は、主に以下の項目を投入する。 

 2KR-PIU のモニタリング専門家を中心とした企画者側の人件費 

 バイオマス・ボイラー並びにペレット製造設備が設置されるサイトに関わる運転管理

責任者並びに運転管理業務従事者への報告ルール等の説明の際の人件費 

 現地側関係者の各種研修参加費用 

＊長期的にはこのほか情報管理システムやホームページの維持管理費用が必要となるが、

このための資金はペレット製造販売のコストに計上し、確保する。 
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表 2－6 本活動に対する投入 

成果 「モ」国側 日本側 

成果１ 

ボイラーの維持管理が

できる 

〇情報収集・管理システム構築 

・2KR-PIU モニタリング専門家、2KR-PIU 設備管理担

当者、Energy efficiency agency モニタリング専門家 

・サイト情報通信システム維持管理/更新費並びに通信

費 

 

〇ボイラー報告ルール研修プログラム並びにマニュア

ル作成 

・2KR-PIU モニタリング専門家 

 

 

 

 

〇ボイラー管理者向け報告ルール運用実務研修（0.5 日

研修×3回程度）参加及び研修参加費用負担 

・2KR-PIU モニタリング専門家 2名（研修生兼講師） 

＜初回のみ研修＞ 

・2KR-PIU 関係参加者 8名程度 

・代理店エンジニア 10 名程度 

・研修参加費用 

＜各回研修（8サイト／回として）＞ 

・村長 8名＋二次側施設管理者 8名（＋運転手 8名） 

・研修参加費用 

 

〇ボイラー実務者向け報告ルール運用実務研修（0.5 日

研修×25回）参加及び研修参加費用負担 

・2KR-PIU モニタリング専門家（講師）、2KR 運転手兼エ

ンジニア（講師補佐） 

〇情報収集・管理システム構築 

・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、システム、

施設専門家） 

・現地 Arc-GIS 操作・運用講師 

・現地 ITシステムインテグレーター （システム開発） 

 

〇ボイラー報告ルール研修プログラム並びにマニュア

ル作成 

・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、システム、

施設専門家） 

・現地 ITシステムインテグレーター（資料作成助言） 

・資料作成費（作成、翻訳、印刷、製本） 

 

〇ボイラー管理者向け報告ルール運用実務研修（0.5 日

研修×1回）  

・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、システム、

施設専門家） 

＊Central Assembling Factory (CAF)で行うボイラー単

体検収と同時に開催 

・現地 ITシステムインテグレーター（講師指導） 

 

 

〇ボイラー実務者向け報告ルール運用実務研修（0.5 日

研修×最大 5回） 

・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、施設専門

家） 

＊各サイトで行うボイラー引渡し時の運転指導と合わ

せて開催 
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＜研修対象＞ 

・運転要員 3名程度×25 サイト 

・二次側施設管理者＋二次側施設管理実務担当者 計 2

名程度×25 ヶ所 

・村長＋総務担当者 計 2名程度×24 サイト 

・2KR－PIU 責任者＋総務担当者 計 2名程度 

・研修参加費用 

 

○報告ルール実施状況モニタリング（25 サイト） 

・2KR－PIU モニタリング専門家、2KR－PIU エンジニ

ア兼運転手 

・モニタリング費用 (移動費等) 

・コンサルタント参加時の各サイトへの移動費用 

 

 

 

 

 

○報告ルール実施状況モニタリング（25 サイト） 

・コンサルタント（ソフコン／モニタリング） 

・コンサルタント参加時の対象サイトまでの移動費 

＊成果 3．内の“二次側施設利用者・住民への説明”を

同時に実施。 

 

成果 2 

ペレット製造設備の維

持管理が行えるように

なる 

〇ペレット製造装置報告ルール研修プログラム並びに

マニュアル作成 

・2KR-PIU モニタリング専門家 2名 

 

 

 

 

 

〇ペレット製造装置報告ルール運用実務研修（0.5 日研

修×1回） 

参加及び研修参加費用負担 

・2KR-PIU モニタリング専門家（研修生兼講師） 

＜研修対象者＞24名程度 

・2KR-PIU 関係参加者 8名程度 

・代理店エンジニア 5名程度 

・政府関係者等 5名程度 

・NTC 管理者及び担当者 2 名程度、2KR プラント管理担

当者 1名程度、ペレット製造装置運転要員 3名程度 

・研修参加費用 

〇ペレット製造装置報告ルール研修プログラム並びに

マニュアル作成 

・コンサルタント(ソフコン／モニタリング、システム、

施設専門家） 

・現地 ITシステムインテグレーター（資料作成助言） 

・ペレット製造装置納入事業者（資料作成助言） 

・資料作成費（作成、翻訳、印刷、製本） 

 

〇ペレット製造装置報告ルール運用実務研修（0.5 日研

修×1回） 

・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、施設専門

家） 

＊ペレット製造装置の引渡し時訓練と同時に開催 

・ITシステムインテグレーター（講師） 
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〇サプライチェーンモデル計画立案 

・ペレット製造装置管理者、ペレット製造装置主任担当

者 、2KR-PIU モニタリング専門家 

 

 

 

〇二次教育実務研修（1.5 日研修×1 回）参加及び研修

参加費用負担 

＜研修対象者＞24名程度 

・2KR-PIU 関係参加者 8名程度 

・代理店エンジニア 5名程度 

・政府関係者等 5名程度 

・NTC 管理者及び担当者 2 名程度、2KR プラント管理担

当者 1名程度、ペレット製造装置運転要員 3名程度 

・研修参加費用 

 

 

〇サプライチェーンモデル計画案 

・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、施設専門

家） 

・モ国の日本招聘費用（3名分、2週間程度） 

・プログラム／資料作成費 

 

〇二次教育実務研修（1.5 日研修×1回）及び資料作成  

・コンサルタント （ソフコン／モニタリング、施設専

門家） 

・ペレット製造装置納入事業者 （講師） 

・資料作成費（作成、翻訳、印刷、製本） 

 

成果 3 

バイオマス利用のメリ

ットが認知される 

〇広報戦略 

・企画者（2KR-PIU、農業食品産業省、Energy Efficiency 

Agency） 

 

〇ワークショップ参加（50 名×1回）及び参加費用 

・企画者（2KR-PIU、農業食品産業省、Energy Efficiency 

Agency） 

・設備導入代理店、他ドナー、大学、政府関係者 

・ワークショップ参加費用 

 

 

 

○二次側施設利用者・住民への説明（0.25 日×25 サイ

ト） 

〇広報戦略 

・コンサルタント（ソフコン/モニタリング） 

 

 

〇ワークショップ開催（1回） 

・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、情報シス

テム） 

・ワークショップ開催費（会場費、通訳費等） 

・資料作成費（作成、翻訳、印刷、製本） 

 

 

 

○二次側施設利用者・住民への説明（0.25 日/サイト×

25 サイト立会い） 
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＊報告ルール教育効果モニタリングと同時に開催 

・2KR－PIU モニタリング専門家、エンジニア兼運転手 

・学童裨益効果：10,421 名 

 

○説明資料、計画サイト等の企画 

・企画者（2KR-PIU、農業食品産業省、Energy Efficiency 

Agency） 

 

 

〇【立上げ以後】 

・内容更新/サーバー維持管理費 

 

・コンサルタント（ソフコン／モニタリング） 

 

 

 

〇説明資料、計画サイト等の企画 

・現地 ITシステムインテグレーター（サイト制作） 

・資料作成費（作成、翻訳、印刷、製本） 



5-27 

2－5 実施リソースの調達方法 

 

本無償資金協力の供与先である対象サイト 25 か所を束ねることになる 2KR－PIU はこれ

まで農業機材の管理は行ってきているが、暖房システムや燃料製造設備の扱い、更には情

報管理システムや情報共有 HPの運営維持管理業務に従事した経験がない。プロジェクト実

施で先行している UNDP でも大量のバイオマス暖房設備情報を一元管理する試みは現状実施

されていないことから、機材供与を行うコンサルタントやローカルリソースを活用した取

り組みが必要である。 

 

2－5－1 日本人専門家の派遣 

ソフトウェアコンポーネントとしての日本人専門家は以下の 3 名並びに現地通訳として

英語-ルーマニア語通訳 1名、国内招聘時の通訳として日本語－ルーマニア語通訳 1名を含

めた 5名とする。 

 

1）ソフトコンポーネント総括／モニタリング担当 

内容が多岐に渡ることから、ソフトコンポーネント専門家は本活動で行った教育の効果

に関するモニタリングを担当するほか、ソフトコンポーネント全体の企画業務と主担当者

サポート（全ての成果に対して関わりを持つ）を行う。また各作業間の業務調整を担う。 

担当者としては、機材供与実務を行うコンサルタントとの連携を円滑に行えることのほ

か、調査やプロジェクトでの総括経験を有する者が適格である。 

 またソフトコンポーネント総括は本無償資金供与機材の設置サイトに対する啓蒙活動目

標並びに啓蒙対象範囲の設定を含む広報戦略の立案並びに啓蒙活動そのものの戦術立案

（①情報システムで集約され、関係各所が共有すべき情報（運転記録・メンテナンス/部品

情報・燃料価格・導入効果等）を共有する情報共有 HPの企画、②二次側施設利用者に対す

る啓蒙プログラム企画/ツール作成、③他ドナー・学識経験者・政府関係者等に対する本プ

ロジェクト紹介ワークショップのプログラム企画/ツール作成、等）を併せて行い、バイオ

マス暖房システムの普及啓蒙活動の立ち上げを支援する役割を担う。情報共有 HP 更新や二

次側施設利用者への啓蒙活動は、本無償資金供与機材の設置サイトでの継続的な実施のほ

か、本無償資金供与を行った結果、上位目標であるバイオマス暖房システムの普及が進ん

だ際にも流用されうる内容にすることを想定する。 

従って担当者としては、更に宣伝広告活動や普及啓蒙活動の企画・実行経験がある者が

適格である。 

 

2）情報システム専門家 

情報管理システムの構築に関する概念設計を行い、これをベースにローカルリソースと

なる IT システムインテグレーターとの仕様打合せ並びに作業依頼を行う。これには積算流
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量計と通信端末を用いたデータ集積に関する計画を含む。また 2KR‐PIU のシステム運用担

当者向けの教育資料をローカルリソースと共同で作成し、教育を行う。バイオマス暖房シ

ステムが設置され始める前に情報管理システムのプロトタイプを運用できるようにする。

全ボイラー設置後の最初の暖房期間（E／N締結 20か月後程度を想定）にプロトタイプシス

テムの試行並びに修正等をローカルリソースと共同で行い、システムのファイナライズを

行う。同時に情報共有 HPの企画と情報管理システムへの取り込みを担当する。 

担当者としては、情報システム関連企業や IT システムインテグレーターとしての高いレ

ベルの知識を有する者が適格である。 

 

3) 施設専門家 

 業務はペレット燃料サプライチェーン計画のほか、ペレット製造普及に関する二次教育

内容の検討が中心となる、このほかボイラー並びにペレット製造の両方に関する報告ルー

ル作りにおける助言、情報共有プラットフォームで共有すべくボイラーやペレット製造等

の技術情報内容に関する助言等を行う。 

担当者としてはバイオマス・ボイラー技術、ペレット製造技術、流通等に関する知見を

持つ者が適格である 

 

2－5－2 現地専門家の活用 

1）IT システムインテグレーター 

 コンサルタントによる情報管理システムの概念設計をベースに、仕様に基づいた情報管

理システムの作成作業を行う。情報管理システムにおいて積算流量計と通信端末を用いた

データ集積・取り込み機能は重要な項目であることから、併せて通信データの取り込みに

十分な知見があることが望ましい。また 2KR‐PIU のシステム運用担当者向けの教育資料を

コンサルタントと共同で作成し、教育を行う。バイオマス暖房システムが設置され始める

前に情報管理システムのプロトタイプを運用できるようにする。全ボイラー設置後の最初

の暖房期間（E／N締結 20か月後程度を想定）にプロトタイプシステムの試行並びに修正等

をコンサルタントと共同で行い、システムのファイナライズを行う。同時に規定された情

報に関して、情報共有 HPにリンクさせる作業を Web デザイナーと共に行う。 

 

2）Web デザイナー（ITシステムインテグレーターが兼務することが望ましい） 

情報共有 HP の作成を中心に行う。情報管理システムとリンクするものであることから、

情報管理システムのローカルリソースポーション受託企業の範囲内で行われることが適当

である。 

 

3）Arc-GIS 操作講師 

 同ソフトウェアを現地で販売する代理店で実施しているプログラムを採用する。従って
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同ソフトウェア販売代理店のうち、実績が豊富な事業者の選択が適当である。 

 

2－6 実施工程 

 

 本活動の実施工程は、E/N 締結より最大 22か月（実施期間開始より 15 か月）とした。日

本人専門家はその間、延べ 12回の現地渡航を行い、移動等を含め 15.83MM を要する計画と

なっている。 

 

表 2-7 ソ フ ト コ ン ポ ー ネ ン ト 実 施 工 程 計 画

 

出典：調査団作成 

 

2－7 成果品 

  

 本活動の成果品としては 2－4－2 で示した成果品の他、ソフトコンポーネント実施状況

確認書並びにソフトコンポーネント完了報告書を提出する。 

 

 

 

EN締結後の月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
調達監理期間開始からの月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

成果1 ボイラーの維持管理ができる

プロジェクト評価の構築

報告ルール構築

報告ルール教育

情報管理システム構築

情報管理システム維持管理能力開発

報告ルール教育効果モニタリング

成果2
ペレット製造装置の維持管理が行える
ようになる

報告ルール構築

報告ルール教育

情報管理システム構築

サプライチェーン計画作成 　　

ペレット製造二次教育内容企画

成果3 バイオマス利用のメリットが認知される

広報ツール企画・作成

ワークショップ開催企画

二次側施設利用者教育企画

二次側施設利用者教育実施

MM 1.55 1.93 2.80 2.17 0.60 1.05 0.95 1.00 0.90 0.80 0.85 1.23

EN締結 　（入札期間） （調達管理期間）

日本研修準備 日本研修

現地

国内
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2－8 相手国実施機関の責務 

 

 本無償資金協力で導入される機材が有効に継続的に活用されるために、本案件の実施機

関である 2KR-PIU は以下に示す内容を実施する必要がある。なお、計画ではこれら費用は

ペレット燃料販売費のコストに計上することで確保し続けることとする。 

・本活動で作成した各種マニュアル・規程の利用と必要に応じた改訂 

・情報管理システム並びに情報共有 HPの維持管理並びに予算の確保 

・情報端末通信費（積算熱量計データ通信） 

・定期的なモニタリングとモニタリング予算の確保 

・バイオマス・ボイラー導入施設の利用者に対するバイオマス利用の環境教育実施継続 
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添付資料－1：本活動の Project Design Matrix（PDM）1／4 

  

プロジェクト名：「モ」国共和国　農村地域におけるバイオマス暖房システム計画準備調査
対象地域：　モルドバ共和国

指標 指標データ入手手段 外部条件

【上位目標】
バイオマス暖房システム利用の促進 ○燃料用化石燃料購入量が削減される。 ○プロジェクト評価報告書 バイオマス原料の国内安定確保

【プロジェクト目標】
○供与設備の稼働率が高い ○プロジェクト評価報告書 二次側施設が存在し続ける

【成果】
Task-1 ボイラーの維持管理ができる 〇プロジェクト管理者の資源・能力に対して、40サイト(40

ボイラ)のプロジェクト管理に必要な人材レベル、機材、
ルール等のインフラが整備される。
〇報告ルールが計画通り運用される。
〇プロジェクト管理体制維持のための財政的裏付けが整
備される。

〇プロジェクト評価報告書
〇運転日誌・月報・年次報告書
〇積算熱量計データ

通信環境が確保される

Task-2 ペレット製造設備の維持管理が行えるようになる 〇報告ルールが計画通り運用される。
〇プロジェクト管理体制維持のための財政的裏付けが整
備される。
〇モデル対象地域としたペレット燃料流通のサプライ
チェーンが作成される。
〇供与するペレット設備において、ペレット燃料に関する
教育研修ができるようになる。

〇運転日誌・月報・年次報告書 バイオマス原料の域内安定確保
（干ばつなどによる影響がない）

Task-3 バイオマス利用のメリットが認知される 〇バイオマスボイラ－に関する普及啓蒙情報を提供する
ホームページが立ち上がる。
〇供与するボイラーの二次側施設受益者に対する環境
教育が行われる。

〇ホームページアクセス統計
〇環境教育アンケート

関係者のＩＴ普及率
二次側施設受益者が存在する

プロジェクトの要約

「モ」国対象サイト（主に公共教育施設）において、バイオマス暖房システムが定着する
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添付資料－1：本活動の Project Design Matrix（PDM）2／4 

 【活動】 【投入】（モルドバ側） 【投入】（日本側）
Task-1 ボイラーの維持管理ができる

〇情報収集・管理システムの構築
・プロジェクト評価内容、モニタリング方法の習得
・同システムの操作/維持管理/利用能力開発

〇情報収集・管理システム構築
・2KR-PIU　モニタリング専門家、2KR-PIU　設備管理担
当者、Energy efficiency agencyモニタリング専門家
・サイト情報通信システム維持管理/更新費並びに通信
費

〇情報収集・管理システム構築
・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、システム、施設
専門家）
・現地Arc-GIS　操作・運用講師
・現地ITシステムインテグレーター （システム開発）

〇ボイラー報告ルール研修プログラム並びにマニュアル作成
・プロジェクト評価とこれに準ずるモニタリング方法、情報共有プラットフォームの内容と共有情報
に基づいて、2KRモニタリング専門家並びにJICAコンサルタントが中心となって報告システムに
関する研修プログラム並びに報告実務マニュアルを作成する。
・作成にあたってはシステム納入業者のこれまでの知見も活用する。

〇ボイラー報告ルール研修プログラム並びにマニュアル
作成
・2KR-PIUモニタリング専門家

〇ボイラー報告ルール研修プログラム並びにマニュアル
作成
・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、システム、施設
専門家）
・現地ITシステムインテグレーター（資料作成助言）
・資料作成費（作成、翻訳、印刷、製本）

〇ボイラー管理者向け報告システム運用実務研修（0.5日研修）
・CAFにおけるボイラー単体検収時に実施
・各サイトから村長並びに暖房対象施設管理者の2名（＋運転手1名）
・宿泊はキシナウNTC
・1回あたり8サイト程度をまとめて実施（計4回）
・講師は2KRモニタリング専門家並びにシステム納入業者が実施
・初回（JICA専門家滞在時）は最初の8サイト関係者に加え、以下が教育対象者として加わる：
　-　2KR機材管理者、エンジニア
　-　NTC希望者
　-　機材/資材納入事業者並びに代理店
　-　政府（農業食品産業省）や関連機関（Energy Efficiency Agency等）

〇ボイラー管理者向け報告ルール運用実務研修（0.5日
研修×3回程度）参加及び研修参加費用負担
・2KR-PIUモニタリング専門家　2名（研修生兼講師）
＜初回のみ研修＞
・2KR-PIU関係参加者　8名程度
・代理店エンジニア　10名程度
・研修参加費用
＜各回研修（8サイト／回として）＞
・村長8名＋二次側施設管理者8名（＋運転手8名）
・研修参加費用

〇ボイラー管理者向け報告ルール運用実務研修（0.5日
研修×1回）
・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、システム、施設
専門家）
＊Central Assembling Factory (CAF)で行うボイラー単体
検収と同時に開催
・現地ITシステムインテグレーター（講師指導）

〇ボイラー実務者向け報告システム運用実務研修（0.5日研修）
・各ボイラー設置サイトで実施
・講師は2KRモニタリング専門家が実施
・主な対象者：
　-　ボイラー運転要員（3名を想定）
　-　暖房施設実務管理者（1名を想定）
　-　村の総務担当者（1名を想定）
＊管理者向け報告システム運用実務教育参加者も参加を必須とする。

〇ボイラー実務者向け報告ルール運用実務研修（0.5日
研修×25回）参加及び研修参加費用負担
・2KR-PIUモニタリング専門家（講師）、2KR運転手兼エン
ジニア（講師補佐）
＜研修対象＞
・運転要員　3名程度×25サイト
・二次側施設管理者＋二次側施設管理実務担当者　計
2名程度×25ヶ所
・村長＋総務担当者　計2名程度×24サイト
・2KR－PIU責任者＋総務担当者　計2名程度
・研修参加費用

〇ボイラー実務者向け報告ルール運用実務研修（0.5日
研修×最大5回）
・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、施設専門家）
＊各サイトで行うボイラー引渡し時の運転指導と合わせ
て開催
・コンサルタント参加時の各サイトへの移動費用

〇教育ルールの運用状況モニタリング
・ソフトコンポーネント内容の実施状況並びに改良点等の確認
・報告ルール等のアップデート

○報告ルール実施状況モニタリング（25サイト）
・2KR－PIU　モニタリング専門家、2KR－PIU　エンジニア
兼運転手
・モニタリング費用 (移動費等)

○報告ルール実施状況モニタリング（25サイト）
・コンサルタント（ソフコン／モニタリング）
・コンサルタント参加時の対象サイトまでの移動費
＊成果3．内の“二次側施設利用者・住民への説明”を
同時に実施。
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添付資料－1：本活動の Project Design Matrix（PDM）3／4 

 

 

【活動】 【投入】（モルドバ側） 【投入】（日本側）
Task-2 ペレット製造設備の維持管理が行えるようになる

〇ペレット製造設備報告ルール研修プログラム並びにマニュアル作成
・プロジェクト評価とこれに準ずるモニタリング方法、情報共有プラットフォームの内容と共有情報
に基づいて、2KRモニタリング専門家並びにJICAコンサルタントが中心となって報告システムに
関する研修プログラム並びに報告実務マニュアルを作成する。
・作成にあたってはシステム納入業者やペレット製造設備納入業者のこれまでの知見も活用す
る。

〇ペレット製造装置報告ルール研修プログラム並びにマ
ニュアル作成
・2KR-PIUモニタリング専門家　2名

〇ペレット製造装置報告ルール研修プログラム並びにマ
ニュアル作成
・コンサルタント(ソフコン／モニタリング、システム、施設
専門家）
・現地ITシステムインテグレーター（資料作成助言）
・ペレット製造装置納入事業者（資料作成助言）
・資料作成費（作成、翻訳、印刷、製本）

〇ペレット製造設備報告システム運用実務研修（0.5日研修×1回）
・ペレット製造設備やペレット販売量、品質並びに価格情報の共有に向けた報告ルール
・CAFにおけるペレット製造設備設置完了時に実施
・講師は2KRモニタリング専門家並びにシステム納入業者が実施

〇ペレット製造装置報告ルール運用実務研修（0.5日研
修×1回）
参加及び研修参加費用負担
・2KR-PIUモニタリング専門家（研修生兼講師）
＜研修対象者＞24名程度
・2KR-PIU関係参加者　8名程度
・代理店エンジニア　5名程度
・政府関係者等　5名程度
・NTC管理者及び担当者2名程度、2KRプラント管理担当
者1名程度、ペレット製造装置運転要員3名程度
・研修参加費用

〇ペレット製造装置報告ルール運用実務研修（0.5日研
修×1回）
・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、施設専門家）
＊ペレット製造装置の引渡し時訓練と同時に開催
・ITシステムインテグレーター（講師）

〇サプライチェーンモデルの計画立案
・モデル地域（＝無償供与機材同導入地域）でのサプライチェーン計画立案
・日本におけるペレット燃料サプライチェーンの実態視察

〇サプライチェーンモデル計画立案
・ペレット製造装置管理者、ペレット製造装置主任担当
者 、2KR-PIUモニタリング専門家

〇サプライチェーンモデル計画案
・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、施設専門家）
・モ国の日本招聘費用（3名分、2週間程度）
・プログラム／資料作成費

〇二次教育実務研修（1.5日研修）
・モデル導入するペレット製造設備のショーケース化並びにペレット製造や品質に関する教育
＊上記報告システム運用実務研修に続いて実施
・宿泊はキシナウNTC施設を利用
・CAFにおけるペレット製造設備設置完了時に回実施
・講師は施設専門家並びにシステム納入業者が実施

〇二次教育実務研修（1.5日研修×1回）参加及び研修
参加費用負担
＜研修対象者＞24名程度
・2KR-PIU関係参加者　8名程度
・代理店エンジニア　5名程度
・政府関係者等　5名程度
・NTC管理者及び担当者2名程度、2KRプラント管理担当
者1名程度、ペレット製造装置運転要員3名程度
・研修参加費用

〇二次教育実務研修（1.5日研修×1回）及び資料作成
・コンサルタント　（ソフコン／モニタリング、施設専門家）
・ペレット製造装置納入事業者　（講師）
・資料作成費（作成、翻訳、印刷、製本）
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【活動】 【投入】（モルドバ側） 【投入】（日本側）
Task-3 バイオマス利用のメリットが認知される

〇専門ホームページの立上げ
〇ホームページ維持管理能力開発、運用マニュアル作成
〇プロジェクト広報の為のワークショップ開催
〇ホームページ内に”簡易ボイラー計画サイト”や”テスト”の作成
〇二次側施設利用者への講習、住民説明会の実施
〇説明資料作成

〇広報戦略
・企画者（2KR-PIU、農業食品産業省、Energy
Efficiency Agency）

〇ワークショップ参加（50名×1回）及び参加費用
・企画者（2KR-PIU、農業食品産業省、Energy
Efficiency Agency）
・設備導入代理店、他ドナー、大学、政府関係者
・ワークショップ参加費用

○二次側施設利用者・住民への説明（0.25日×25サイ
ト）
＊報告ルール教育効果モニタリングと同時に開催
・2KR－PIU　モニタリング専門家、エンジニア兼運転手
・学童裨益効果：10,421名

○説明資料、計画サイト等の企画
・企画者（2KR-PIU、農業食品産業省、Energy
Efficiency Agency）

〇【立上げ以後】
・内容更新/サーバー維持管理費

〇広報戦略
・コンサルタント（ソフコン/モニタリング）

〇ワークショップ開催（1回）
・コンサルタント（ソフコン／モニタリング、情報システム）
・ワークショップ開催費（会場費、通訳費等）
・資料作成費（作成、翻訳、印刷、製本）

○二次側施設利用者・住民への説明（0.25日/サイト×
25サイト立会い）
・コンサルタント（ソフコン／モニタリング）

〇説明資料、計画サイト等の企画
・現地ITシステムインテグレーター（サイト制作）
・資料作成費（作成、翻訳、印刷、製本）
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